
 

平成２６年度 活動等日程（平成２６年４月～平成２７年３月） 
 

  日本私立大学団体連合会 

 
 

年月 私立大学団体連合会関係 政府・与党関係 備  考 

26年 

４月 

 

 

 

 

 

 

５月 

 

 

 

 

 

 

 

６月 

 

 

 

 

 

 

 

７月 

 

 

 

 

 

 

８月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９月 

 

 

 

・連合会・大学のガバナンス改革に関する 

ヒアリング（公明党、17日） 

 

 

 

 

 

・全私連・代表者会議（９日） 

・連合会・平成25年度会計監査（13日） 

・連合会・公財政改革委員会（27日） 

・連合会・私立大学災害対策委員会（29日） 

・連合会・役員会、総会（29日） 

 

 

 

・民主党・私学振興推進議連のヒアリング 

への対応（全私連、４日） 

・全私連「私学振興協議会」（13日） 

〔自民党・主要国会議員との協議会〕 

 

 

 

 

・全私連・代表者会議（29日） 

・自民党・文教関係主要国会議員への予算・ 

税制改正要望（全私連、30日） 

・平成27年度私学関係政府予算・税制改正に 

関する要望（全私連→文科省、30日） 

 

 

・自民党・学校施設耐震化促進議連メンバー 

への要望（事務局、７日） 

・東日本大震災復興シンポジウム（８日） 

〔連合会・私立短期大学協会主催〕 

・自民党・学校施設耐震化促進議連メンバー 

への要望（事務局、20日） 

 

 

 

 

 

・自民党・学校施設耐震化促進議連メンバー 

への要望（事務局、11日） 

 

 

・私立学校法の一部を改正する法律 

（公布・施行、２日） 

・学校教育法及び国立大学法人法の一部を 

改正する法律案（閣議決定、25日） 

・自民党・教育再生実行本部提言（25日） 

〔教育再生推進法（仮称）案の骨子〕 

 

・「未来への選択」（経済財政諮問会議「選択 

する未来」委員会中間報告、13日） 

・著作権法の一部を改正する法律（公布、14日） 

・学事歴の多様化とギャップイヤーを活用した学 

外学修プログラムの推進に向けて（意見まとめ） 

（学事歴の多様化に関する検討会議、29日） 

・財政健全化に向けた基本的考え方（30日） 

 

・司法試験法の一部を改正する法律（４日） 

・地方教育行政の組織及び運営に関する法律 

の一部改正法案（公布、17日） 

・経済財政運営と改革の基本方針（骨太方針） 

日本再興戦略（改訂）（閣議決定、24日） 

・学校教育法及び国立大学法人法の一部を 

改正する法律（公布、20日） 

 

・教育再生実行会議・第五次提言（３日） 

〔今後の学制等の在り方について〕 

・平成27年度予算概算要求の基本的な方針 

（閣議了解、25日） 

・大学のガバナンス改革の推進方策に関する 

検討会議（25日） 

 

・自民党・教育再生実行本部（教育投資・ 

財源特別部会）（５日） 

・大学のガバナンス改革の推進方策に関する 

検討会議（11日） 

・自民党・文部科学部会（25日） 

・自民党・学校施設耐震化促進議連（29日） 

・平成27年度私学関係政府予算概算要求・ 

税制改正要望（文科省→財務省、29日） 

・学校教育法等の一部改正の施行に伴う関係 

省令の整備に関する省令（29日） 

 

・自民党・教育再生実行本部（教育投資・ 

財源特別部会）（30日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・主要国（G7）首脳サミット（４～５日） 

・通常国会会期末（22日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・第２次安倍改造内閣発足（３日） 

・臨時国会召集（29日） 

 



 

（備考）表中の「連合会」は日本私立大学団体連合会、「全私連」は全私学連合、「文科省」は文部科学省の略。 日本私立大学団体連合会 
 

年月 私立大学団体連合会関係 政府・与党関係等 備  考 

 

10月 

 

 

 

 

 

 

 

 

11月 

 

 

 

 

 

 

 

 

12月 

 

 

 

 

 

27年 

１月 

 

 

 

 

 

 

 

 

２月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３月 

 

 

・大学ポートレート（私学版）公開開始（６日） 

・連合会・公財政改革委員会（14日） 

・冨岡・自民党文部科学部会長へ表敬訪問 

（清家会長・大沼副会長、17日） 

・自民党・文部科学部会等（税制・予算）の 

ヒアリングへの対応（29日） 

・民主党・文部科学部会（税制）ヒアリング 

への対応（30日） 

 

・福祉会・私立大学の教育・研究充実に関す 

る研究会【大学の部】（６日） 

・全私連「私学振興協議会」（13日） 

〔自民党・主要国会議員との協議会〕 

・公明党・文部科学部会（税制・予算）の 

ヒアリングへの対応（全私連、17日） 

・連合会「私立大学振興大会2014」（27日） 

〔連合会・短大協会・高専協会主催〕 

 

・科学研究の健全性向上のための共同声明 

（連合会等４団体、11日） 

・自民党・文教関係国会議員への要望（税制） 

・自民党・野田税制調査会長へ要望 

・自民党・冨岡文部科学部会長へ要望 

・麻生副総理・財務大臣へ要望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・日本学術会議「科学研究の健全性向上のため 

のフォーラム」（連合会等４団体、５日） 

・鈴木・文科大臣補佐官との懇談会（16日） 

・民主党・私学振興推進議連のヒアリングへ 

の対応（全私連、18日） 

・連合会・役員会（23日） 

・全私連「私学振興協議会」（24日） 

〔自民党・主要国会議員との協議会〕 

 

 

・自民党・文教関係国会議員への要望 

（連合会役員：３日、10日、12日） 

・連合会・公財政改革委員会（10日） 

・連合会・役員会、総会（27日） 

 

・実践的職業教育の新たな高等教育機関制度 

化に関する有識者会議（７日、15日、29日） 

 

 

 

 

 

 

 

・自民党・教育再生実行本部（高等教育部会） 

（６日） 

・実践的職業教育の新たな高等教育機関制度 

化に関する有識者会議（７日、21日） 

・まち・ひと・しごと創生法、地域再生法の 

一部を改正する法律（公布・施行、28日） 

 

 

 

・実践的職業教育の新たな高等教育機関制度 

化に関する有識者会議（11日、24日） 

・平成27年度予算の編成等に関する建議 

（財政制度等審議会、25日） 

・平成27年度予算編成の基本方針（27日） 

・平成27年度税制改正大綱（与党、30日） 

 

・平成26年度補正予算（閣議決定、９日） 

・平成27年度予算案に係る大臣折衝（11日） 

・実践的職業教育の新たな高等教育機関制度 

化に関する有識者会議（13日） 

・平成27年度税制改正の大綱（閣議決定、14日） 

・平成27年度政府予算案（閣議決定、14日） 

・自民党・教育再生実行本部（教育投資・ 

財源特別部会）（29日） 

 

・平成26年度補正予算成立（３日） 

・自民党・教育再生実行本部（高等教育部会） 

（４日） 

・実践的職業教育の新たな高等教育機関制度 

化に関する有識者会議（４日、16日） 

・自民党・教育再生実行本部（教育投資・ 

財源特別部会）（25日） 

・自民党・教育再生実行本部（高等教育部会） 

（清家会長、27日） 

 

・教育再生実行会議・第六次提言（４日） 

〔全員参加型社会、地方創生の教育の在り方〕 

・実践的職業教育の新たな高等教育機関制度 

化に関する有識者会議（４日、18日） 

・実践的職業教育の新たな高等教育機関の在 

り方（審議のまとめ）（27日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・臨時国会会期末（30日、衆院解散21日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

・衆議院議員選挙投開票（14日） 

・特別国会召集（24～26日） 

・第３次安倍内閣発足（24日） 

 

 

 

 

・世界経済フォーラム年次総会（21～24日） 

・通常国会召集（26日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


